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 情報通信業を営む企業（主業か否かを問わず少しでも情報通信業を営んでいる企業をいう。）の数は

5,519 社で、情報通信業に係る平成 28 年度売上高は 48 兆 99 億円（全社の売上高は 71 兆 9,756 億

円）。 

・ 情報通信業に係る売上高を業種別にみると、電気通信業、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス

業の順に大きく、この３業種で情報通信業全体の 78.2％を占める。 

・ 情報通信業を営む企業の兼業率別構成割合をみると、兼業をしている企業が 12 業種全てにおいて

５割以上を占め、特に有線放送業では 96.3％、音声情報制作業では 92.0％の企業が兼業をしている。 

情報通信業に係る平成 28 年度売上高 

兼業率別企業数の構成割合

（注） 兼業率：当該業種の売上高÷会社全体の売上高×１００ 
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第１章 第１節 アクティビティベース結果のポイント
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情報通信業に係る

平成28年度売上高

48兆99億円

構成割合
（％）

全体 5,519 480,099 100.0

電気通信業 356 168,491 35.1

ソフトウェア業 2,930 148,966 31.0

情報処理・提供サービス業 1,776 57,978 12.1

インターネット附随サービス業 687 30,261 6.3

民間放送業 374 23,599 4.9

新聞業 125 14,251 3.0

出版業 351 10,853 2.3

映像情報制作・配給業 451 9,060 1.9

有線放送業 218 5,299 1.1

広告制作業 144 3,315 0.7

音声情報制作業 113 1,801 0.4
映像・音声・文字情報制作に
附帯するサービス業

158 1,331 0.3

その他の情報通信業 - 4,894 1.0

企業数
当該業種
売上高
(億円)
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・ 情報通信企業（情報通信事業の売上高が他の事業よりも大きい企業）を１企業当たりでみると、事業

所数は 3.7 事業所（前年度差▲0.2 事業所減）、常時従業者数は 265 人（前年度比 1.1％増）。 

・ 情報通信企業の１企業当たり売上高は 107.4 億円（前年度比 0.2％増）、うち、情報通信業売上高は

98.2 億円（同▲1.2％減）、売上高に占める割合は 91.4％（前年度差▲1.3 ポイント低下）。 

・ 情報通信企業の１企業当たり営業利益は 11.5 億円（前年度比同 5.7％増）、経常利益は 11.6 億円（同

6.0％増）、当期純利益は 7.7 億円（同 11.1％増）。 

情報通信企業の概要（１企業当たり） 

 

情報通信企業の１企業当たり売上高           情報通信企業の１企業当たり利益 

（注）前年度比は百万円単位で計算。                        （注）前年度比は百万円単位で計算。 

従業者数 売上高 営業利益 経常利益

（人）

常時従業者数

（人）
（百万円）

情報通信業

売上高

（百万円） （百万円） （百万円）

27年度 3.9 263 262 10,722.9 9,939.7 1,088.3 1,099.4

情報通信企業 28年度 3.7 266 265 10,743.7 9,824.6 1,150.7 1,164.9

前年度比(%) ▲ 0.2 1.1 1.1 0.2 ▲ 1.2 5.7 6.0

27年度 10.3 796 791 124,648.0 124,091.4 19,108.7 18,265.8

電気通信企業 28年度 5.9 789 789 132,979.6 126,909.1 21,231.3 21,462.0

前年度比(%) ▲ 4.4 ▲ 0.9 ▲ 0.3 6.7 2.3 11.1 17.5

27年度 2.8 81 80 7,555.7 7,233.2 607.0 628.6

民間放送企業 28年度 2.8 87 86 8,290.9 7,850.3 889.1 644.0

前年度比(%) 0.0 7.4 7.5 9.7 8.5 46.5 2.4

27年度 2.5 71 71 3,599.7 3,578.9 502.0 455.1

有線放送企業 28年度 2.4 73 73 4,056.3 3,999.1 626.3 468.1

前年度比(%) ▲ 0.1 2.8 2.8 12.7 11.7 24.8 2.9

27年度 3.1 286 285 7,936.6 6,811.2 407.6 468.5

ソフトウェア企業 28年度 3.1 289 289 7,796.3 6,700.1 415.8 472.6

前年度比(%) 0.0 1.0 1.4 ▲ 1.8 ▲ 1.6 2.0 0.9

27年度 4.8 340 335 6,515.9 5,861.0 445.9 478.1

28年度 4.8 338 334 5,943.5 5,478.6 464.9 483.3

前年度比(%) 0.0 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 8.8 ▲ 6.5 4.3 1.1

27年度 2.9 228 227 9,774.5 9,530.5 2,339.1 2,431.8

28年度 2.7 226 226 10,221.3 10,002.6 2,292.4 2,343.5

前年度比(%) ▲ 0.2 ▲ 0.9 ▲ 0.4 4.6 5.0 ▲ 2.0 ▲ 3.6

27年度 1.9 93 92 3,493.9 3,042.2 245.6 279.4

映像情報制作・配給企業 28年度 1.8 101 100 3,900.2 3,236.8 327.6 358.3

前年度比(%) ▲ 0.1 8.6 8.7 11.6 6.4 33.4 28.2

27年度 1.6 85 85 2,470.4 2,325.5 91.1 111.0

テレビ番組制作企業 28年度 1.6 93 93 2,706.5 2,438.0 151.8 164.2

前年度比(%) 0.0 9.4 9.4 9.6 4.8 66.6 47.9

27年度 2.1 82 81 6,668.0 5,736.1 2,136.6 225.1

音声情報制作企業 28年度 1.7 79 79 5,846.4 4,890.2 1,565.9 267.5

前年度比(%) ▲ 0.4 ▲ 3.7 ▲ 2.5 ▲ 12.3 ▲ 14.7 ▲ 26.7 18.8

27年度 1.1 20 19 250.2 230.9 1.1 1.4

ラジオ番組制作企業 28年度 0.9 22 22 443.8 342.3 39.1 31.5

前年度比(%) ▲ 0.2 10.0 15.8 77.4 48.2 3,454.5 2,150.0

27年度 19.8 367 365 15,154.2 13,534.4 560.3 684.3

新聞企業 28年度 18.7 376 374 15,387.0 13,573.0 428.5 552.3

前年度比(%) ▲ 1.1 2.5 2.5 1.5 0.3 ▲ 23.5 ▲ 19.3

27年度 2.9 126 126 5,569.7 5,363.8 196.6 272.3

出版企業 28年度 3.2 134 134 5,751.6 5,519.4 196.6 279.3

前年度比(%) 0.3 6.3 6.3 3.3 2.9 0.0 2.6

27年度 2.4 65 64 1,534.3 1,405.2 50.4 51.3

広告制作企業 28年度 2.6 70 68 1,680.3 1,516.4 94.3 98.9

前年度比(%) 0.2 7.7 6.3 9.5 7.9 87.1 92.8

27年度 3.6 109 106 1,898.7 1,580.2 31.6 75.5

28年度 3.9 121 121 2,122.8 1,816.9 46.2 83.6

前年度比(%) 0.3 11.0 14.2 11.8 15.0 46.2 10.7

（注）１企業当たり事業所数の前年度比は前年度差である。

事業所数

情報処理・提供サービス企業

インターネット附随サービス企業

映像・音声・文字情報制作に附帯

するサービス企業

92.2 95.0 
105.6 107.2 

107.4
< 0.2% >

84.4 87.1 95.7 99.4 98.2
< ▲1.2％ >

91.6 91.7 90.6 92.7 91.4 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20

40

60

80

100

120

140

24年度(n=4,724) 25年度(n=4,814) 26年度(n=4,670) 27年度(n=4,686) 28年度(n=4,723)

売上高 情報通信業売上高 情報通信業売上高の割合（右目盛り）

（億円）
< > 内は前年度比

第１章 第２節 主業格付けベース結果のポイント 
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・ 通信・放送業の平成 28 年度売上高は、合計で 17 兆 7,773 億円（前年度比 1.6％増）。うち、２カ年継

続回答企業の売上高は、17 兆 5,584 億円（同 1.3％増）。事業別にみると、電気通信事業は 14 兆 1,862

億円、民間放送事業は 2 兆 3,985 億円、有線テレビジョン放送事業は 4,879 億円。 

・ 今後１年以内に新たに事業展開したい分野をみると、電気通信事業及び有線テレビジョン放送事業

では「FTTH サービス」（展開したい割合 22.2％・41.8％）、民間放送事業では「ウェブコンテンツ配信」

（同 31.6％）の割合が最も高い。 

 

通信・放送業の事業別売上高 

 

 

今後新たに展開したいと考えている事業（上位）（複数回答） 

 

 

 

 

  

（単位：社、億円）

（特掲）２カ年継続回答企業

区　　　分

企業数 売上高 企業数 売上高 企業数 売上高

955 177,773 860 173,252 860 175,584 1.3
375 141,862 335 139,302 335 141,307 1.4
580 35,910 525 33,951 525 34,277 1.0

 民間放送事業 367 23,985 328 22,353 328 22,533 0.8
 有線テレビジョン放送事業 212 4,879 196 4,718 196 4,699 ▲ 0.4
 ＮＨＫ 1 7,045 1 6,879 1 7,045 2.4

 通信・放送業全体

平成28年度
平成27年度

(注) ＮＨＫは、公表資料による。
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第２章 電気通信業、放送業のポイント 

（注）数値は、今後１年以内に新たに展開したいと考えている事業があると回答した企業数に占める割合である。 
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・ 平成 28 年度売上高は 3,460 億円（前年度比 12.7％増）で、１企業当たり売上高は 10.2 億円（同

23.7％増）。２カ年継続回答企業の売上高は、2,720 億円（同 3.1％増）。 

・ 自社の意向で二次利用可能な放送番組について、実際に二次利用を行っている企業の割合は

79.1％（前年度差 8.6 ポイント上昇）となっている。 

 

放送番組制作業の売上高推移          

 

２カ年継続回答企業の売上高推移 

 

テレビ放送番組の二次利用の状況 

 

第３章 放送番組制作業のポイント 
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・ 平成28年度売上高は2兆5,316億円（前年度比5.7％増）で調査開始以来、最高値となった。 

・ １企業当たり売上高は47.4億円（前年度比7.9％増）。サービス別にみると、電子掲示板・ブログサービ

ス・SNS運営業、クラウドコンピューティングサービス及び主力のウェブコンテンツ配信業などが増加。 

・ 今後新たに展開したいと考えている事業分野の状況は、クラウドコンピューティングサービス（19.7％）、

ウェブコンテンツ配信（18.0％）の順に回答が多くなっている。 

サービス別企業数と売上高（アクティビティベース） 

今後新たに展開したいと考えている事業分野の状況（上位）（複数回答） 

 

第４章 インターネット附随サービス業のポイント 

（注）回答に今後新たに展開したいと考えている事業があった企業数で除した数値である。 

27年度 28年度
前年度比

（％）
27年度 28年度

前年度比
（％）

27年度 28年度
前年度比

（％）

545 534 ▲ 2.0 2,395,436 2,531,558 5.7 4,395.3 4,740.7 7.9

69 63 ▲ 8.7 121,612 104,163 ▲ 14.3 1,762.5 1,653.4 ▲ 6.2

77 78 1.3 265,783 294,614 10.8 3,451.7 3,777.1 9.4

21 14 ▲ 33.3 28,919 33,436 15.6 1,377.1 2,388.3 73.4

143 142 ▲ 0.7 804,291 867,216 7.8 5,624.4 6,107.2 8.6

うちＩＰＴＶサービスによる収入 16 15 ▲ 6.3 63,142 64,564 2.3 3,946.4 4,304.3 9.1

132 129 ▲ 2.3 77,718 116,637 50.1 588.8 904.2 53.6

11 13 18.2 6,746 9,353 38.6 613.3 719.5 17.3

72 64 ▲ 11.1 99,394 81,036 ▲ 18.5 1,380.5 1,266.2 ▲ 8.3

26 25 ▲ 3.8 80,343 81,413 1.3 3,090.1 3,256.5 5.4

86 83 ▲ 3.5 49,911 28,722 ▲ 42.5 580.4 346.0 ▲ 40.4

144 122 ▲ 15.3 847,679 896,581 5.8 5,886.7 7,349.0 24.8

362 362 - 1,434,499 1,485,711 3.6 3,962.7 4,104.2 3.6
（注）複数事業を併営する企業があるため、企業数の合計と内訳の和は必ずしも一致しない。
      売上高の内訳に回答のない企業があるため、売上高の合計と内訳の和は一致しない。
　　　「ショッピングサイト運営業及びオークションサイト運営業」はインターネット・ショッピング・サイト運営業及びインターネット・オークション・サイト運営業をいう。以下同じ。

（特掲）　２カ年継続回答企業
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ウェブコンテンツ配信業
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企業数 売上高（百万円） 1企業当たり売上高（百万円）

合計
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・  平成28年度売上高は16兆7,289億円（前年度比▲3.1％減）と減少となった。これは情報処理サービ

ス業が増加となったものの、主力の受託開発ソフトウェア業が減少となったことによる。 

・ １企業当たり売上高は 47.8 億円（前年度比▲3.3％減）。業種別では、情報提供サービス業が２桁の増

加となる一方、ゲームソフトウェア業及び受託開発ソフトウェア業が減少。 

・ 元請け・下請け別に企業数の割合をみると、元請けは 86.4％（前年度差▲1.4 ポイント低下）。資本金

規模別にみると、資本金が大きくなるに従い、元請けの割合が増加し、下請けの割合が減少。 

  業種別企業数と売上高（アクティビティベース） 

 

売上高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元請け・下請け企業数の割合           元請け・下請けの資本金規模別企業数の割合 

 (注) 元請け・下請けの実施は複数回答であり、回答のあった企業数で集計。 

第５章 情報サービス業のポイント 

27年度 28年度
前年度比

(%)
27年度 28年度

前年度比

(%)
27年度 28年度

前年度比

(%)

合計 3,494 3,501 0.2 17,268,317 16,728,868 ▲ 3.1 4,942.3 4,778.3 ▲ 3.3

受託開発ソフトウェア業 2,364 2,355 ▲ 0.4 8,140,607 7,966,497 ▲ 2.1 3,443.6 3,382.8 ▲ 1.8

組込みソフトウェア業 261 247 ▲ 5.4 246,525 260,903 5.8 944.5 1,056.3 11.8

パッケージソフトウェア業 690 687 ▲ 0.4 1,135,024 1,092,993 ▲ 3.7 1,645.0 1,591.0 ▲ 3.3

ゲームソフトウェア業 90 97 7.8 691,675 635,143 ▲ 8.2 7,685.3 6,547.9 ▲ 14.8

情報処理サービス業 1,031 1,037 0.6 3,720,667 3,821,781 2.7 3,608.8 3,685.4 2.1

情報提供サービス業 185 197 6.5 232,928 284,636 22.2 1,259.1 1,444.9 14.8

市場調査・世論調査・社会調査業 97 97 0.0 174,101 179,273 3.0 1,794.9 1,848.2 3.0

その他の情報サービス業 1,076 1,073 ▲ 0.3 2,926,790 2,487,642 ▲ 15.0 2,720.1 2,318.4 ▲ 14.8

（特掲）　２カ年継続回答企業 3,029 3,029 - 15,571,143 15,922,672 2.3 5,140.7 5,256.7 2.3

（注） 企業数は少しでも当該事業を営んでいる企業数であり、合計と内訳の和は一致しない。

１企業当たり売上高（百万円）企業数 売上高（百万円）

14.0 14.4 14.9 17.3 16.7

41.4 41.9 43.3
49.4 47.8

0

25

50

0

10

20

24年度(n=3,382) 25年度(n=3,433) 26年度(n=3,443) 27年度(n=3,494) 28年度(n=3,501)

売上高合計（左目盛り） １企業当たり売上高（右目盛り）

（兆円） （億円）

87.8 86.4 

56.2 57.0 

25.2 24.3 

8.2 8.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

27年度 28年度

元請け 一次下請け 二次下請け 三次以降の下請け

86.4 84.1
89.3

95.9

57.0 59.8
54.4

43.8

24.3
29.3

15.8
8.28.9 11.1

5.1 2.2
0%

20%

40%

60%

80%

100%

合計 ３千万円～

１億円未満

１億円～

３億円未満

３億円以上

元請け 一次下請け 二次下請け 三次以降の下請け
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・ 平成 28 年度売上高は 2 兆 9,686 億円（前年度比 5.1％増）。業種別売上高は新聞業が最も多く、次

いで出版業、広告制作業の順。 

・ １企業当たり売上高は 40.4 億円（前年度比▲0.2％減）。レコード制作業などが増加、アニメーション

制作業などが減少。 

・ 業種別構成比でみると、企業数は出版業が 29.8％と最も多く、売上高は新聞業が 34.1％と最も多

い。 

  業種別企業数と売上高（アクティビティベース） 

 

（注）企業数は少しでも当該事業を営んでいる企業数であり、合計と内訳の和は一致しない。 

業種別企業数の構成比（アクティビティベース） 

 

業種別売上高の構成比（アクティビティベース） 

 

27年度 28年度 前年度比（％） 27年度 28年度 前年度比（％） 27年度 28年度 前年度比（％）

合計 697 734 5.3 2,824,827 2,968,591 5.1 4,052.8 4,044.4 ▲ 0.2

映画・ビデオ制作業 117 134 14.5 87,442 106,038 21.3 747.4 791.3 5.9

アニメーション制作業 24 29 20.8 59,599 67,740 13.7 2,483.3 2,335.9 ▲ 5.9

レコード制作業 28 29 3.6 137,718 151,895 10.3 4,918.5 5,237.8 6.5

新聞業 117 114 ▲ 2.6 1,035,361 1,013,068 ▲ 2.2 8,849.2 8,886.6 0.4

出版業 306 313 2.3 822,107 827,230 0.6 2,686.6 2,642.9 ▲ 1.6

広告制作業 179 189 5.6 393,356 465,493 18.3 2,197.5 2,462.9 12.1

映画・ビデオ・テレビジョン番組配給業 46 44 ▲ 4.3 140,113 151,921 8.4 3,045.9 3,452.8 13.4

映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 182 197 8.2 149,131 185,206 24.2 819.4 940.1 14.7

（特掲）　２カ年継続回答企業 591 591 - 2,696,760 2,719,712 0.9 4,563.0 4,601.9 0.9

企業数 売上高（百万円） １企業当たり売上高（百万円）

12.8 

11.7 

12.5 

2.8 

2.4 

3.2 

2.8 

2.8 

2.8 

10.9 

11.7 

11.1 

29.8 

30.6 

30.2 

18.0 

17.9 

18.1 

4.2 

4.6 

4.8 

18.8 

18.2 

17.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

28年度

(1,049企業)

27年度

(999企業)

26年度

(1,043企業)

映画・ビデオ

制作業

アニメーショ ン

制作業

レコード

制作業

新聞業 出版業 広告制作

業

映画・ビデオ・テレビジョ ン

番組配給業

映像・音声・文字情報制作

に附帯するサービス業

映画・ビデオ制作業

1,060.4億円( 3.6%)

アニメーション制作業

677.4億円(2.3%)

レコード制作業

1,519.0億円

( 5.1%)

新聞業

10,130.7億円

(34.1%)

出版業

8,272.3億円

(27.9%)

広告制作業

4,654.9億円

(15.7%)

映画・ビデオ・テレビ

ジョン番組配給業

1,519.2億円

(5.1%)

映像・音声・文字情報制作に

附帯するサービス業

1,852.1億円(6.2%)

映像・音声・文字

情報制作業

平成28年度売上高

29,685.9億円

第６章 映像・音声・文字情報制作業のポイント 

（ ）は構成比 


